
（工事間利用の一部） 　　（「自ら利用」除く）

【現状の課題】
・産業廃棄物の最終処分量の残余容量は約４．５年分と逼迫している。
・産業廃棄物の排出量のうち約２割が建設業によるもの。また、産業廃棄物の不法投棄の８割以上が建設系廃棄物となっている。
・建設廃棄物の最終処分量のうち、建設汚泥が約３割を占めている。

【基本的考え方】
・（不法投棄を防止しつつ、）建設汚泥の最終処分量をできる限り減らす

【現状】
・建設汚泥の再生品は、土の代替品としての利用用途がほとんど

【基本的考え方】
・建設汚泥の土質材料（建設汚泥改良土）としての工事間利用をさらに促進する

【基本的考え方】
・建設汚泥の土質材料以外の再生利用用途を拡大する

【基本的考え方】
・排出量を抑制する

【基本的考え方】
・現場内利用を促進する

【基本的考え方】
・再生利用を促進する
　（工事間利用＋製品利用）

【現状】
・競合品である「建設発生土」も大量に
余っている状態にあり、利用者にとっ
てわざわざ購入してまで建設汚泥改
良土を使うというインセンティブが働き
にくい。

【具体的方向性】
⑦⑥の場合について、必ずしも利用者
への有償譲渡は必要としないこととす
る。

【現状】
・現行の個別指定制度は、基本的に排
出者もしくは利用者の現場内で再資源
化を行うことを想定しているが、スペー
スの問題から困難な場合が多い。
・既存の中間処理業者は建設汚泥の
再資源化のノウハウがあり、低コスト
で再資源化可能である。

【具体的方向性】
⑥個別指定制度について、既存の中
間処理業者が再資源化が行うケース
を対象に加える。（もしくは上記内容に
ついて、新たな制度を創設する。）

【基本的考え方】
・個別指定制度の活用を推進する

【現状】
・個別指定制度の申請から指定までに時間がかかりすぎる。
・個別指定制度の手続きが明確になっていない自治体がある。
・特に利用工事が民間発注工事の場合、品質確保等の観点から認めら
れないケースが多い。

【現状の課題】
・再生品の価格が非常に高い。
・再生品の品質が不明確であり、利用しにくい。

【具体的方向性】
※製造コストを削減するよう、企業努力を促す。
④品質基準を明確化する。
⑤建設現場からの搬出に当たっては再資源化施設への搬出を原則化するととも
に、公共工事での利用を促進する。

【具体的方向性】
⑪自ら利用、個別指定制度の活用を含め、工事間利用の促進について、元請業
者任せにせず、発注者もこれまで以上に積極的に取り組む。
⑫直轄工事における「建設汚泥のリサイクル原則化ルール」を定める。

【現状の課題】
・「自ら利用」に関して、事業者と都道府県等環境部局との間に認識（適用範囲）のギャップが
ある。

が が

【具体的方向性】
①自ら利用の実施に当たっては、都道府県等環境部局への事前相談を徹底する。
②建設汚泥に関する指針を策定する。
③排出側工事と利用側工事が隣接していない場合でも、同一の元請業者であれば自ら利用
の適用が可能であること、を都道府県等環境部局に周知させる。

【現状の課題】
・工事間利用を進めるためには、元請業者の自主的な取り組みだけでは限界が
ある。

【具体的方向性】
⑧利用工事側が公共工事の場合を中心に、指定が速やかに行われる
よう発注者、元請業者、都道府県等環境部局が一体となって取り組む。
⑨Ｈ６．４．１環境省通知を踏まえた個別指定の手続きに関する規則に
ついて、未策定の自治体に対して策定を促す。
⑩利用工事側が民間発注工事の場合についても都道府県等環境部局
は積極的に指定するよう努める。（そのために技術的な担保が必要であ
れば、第三者機関による認証制度を設ける。）

【基本的考え方】
・「自ら利用」を積極的に実施する

建設汚泥の再生利用促進に向けた基本的考え方（手続きの簡素化・明確化等）
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【基本的考え方】
・公共工事での工事間利用にこれまで以上に積極的に取り組む


